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第１章 はじめに 
 

１‐１ 地域福祉とは 
 

「地域福祉」とは、市民、市内で活動する団体・組織・福祉サービス事業所・行政などが、

有機的なつながりを持って、お互い助け合い「顔の見える関係」をつくりながら、共に生き、支

え合う社会を実現し、誰もが住み慣れた地域で安心していきいきと暮らしていくための仕組

みです。 

 
 

１-２ 計画の位置づけ 
 

戸田市地域福祉計画は、社会福祉法第１０７条を根拠とする計画として、厚生労働省が定

める「地域福祉計画策定ガイドライン」に基づき「地域における高齢者の福祉、障害者の福

祉、児童の福祉その他の福祉の各分野における共通的な事項」を記載する、福祉分野の上

位計画です。 

 

戸田市社会福祉協議会地域福祉活動計画は、社会福祉法第１０９条の規定に基づく民

間組織である社会福祉協議会＊が活動計画として策定するものであり、「すべての住民」「地

域で福祉活動を行う者」「福祉事業を経営する者」が相互に協力して、地域福祉の推進を

目的とする実践的な活動・行動計画です。 
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このように、地域福祉の「理念」と「仕組み」づくりに重点を置いた「地域福祉計画」と、地

域福祉の「具体的な取組み」を記載した「地域福祉活動計画」は、車の両輪として相互に補

完しあう計画となっており、これまで市と社会福祉協議会では、それぞれの計画を連携させる

ことで、共に地域福祉の推進を図ってきました。 

 

一方で、社会構造の変化などを背景として、人々が抱える福祉課題は複雑化・複合化して

おり、最も身近な支えあいの基盤である地域社会の役割は、これまでにも増して重要となっ

ています。 

 

そこで、地域課題を整理し、課題解決に向け双方の役割を明確化しつつ、地域課題・地域

福祉推進の方向性の共有化を図るため、これまで別々に策定していた二つの計画を、第 5

期計画より一つの計画として、一体的に策定することといたしました。 

 

また、本計画は市の最上位計画である総合振興計画を基盤としながら、福祉に関する各

個別計画と連携、調整を図りつつ、市における地域福祉の方向性を示すものとなります。 
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・地域包括ケア計画（高齢者福祉計画・介護保険事

業計画） 

・健康増進計画（自殺対策計画・歯科口腔保健推進

計画） 

・その他関連計画 
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１-３ 計画の目的 
 

「地域福祉計画」とは、その名のとおり、「住んでいる地域」の「福祉」についての取り組み

を定める計画です。 

 

かつて地域では、ご近所同士の相互扶助や家族同士の助け合いなど、地域・家庭・職場

といった生活の様々な場面において、支え合いの機能が存在しました。そのような環境のな

か、行政が行う福祉サービスは、地域や家庭が果たしてきた役割の一部を代替するために、

高齢者・障がい者・子どもなどの対象者ごとや、生活に必要な機能ごとに、公的支援制度の

整備と公的支援の充実を進めてきました。分野ごとに発展してきた公的な福祉サービスです

が、一方近年では、社会的孤立＊やケアラー＊など、縦割りの分野別支援では対応が困難な

ケースも表面化しています。 

 

少子高齢化・人口減少という国全体で抱える問題を背景に、国は、制度・分野ごとの「縦

割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、地域住民や地域の多様な主体が参画し、

つながっていく「地域共生社会＊」の実現に向け社会福祉法の改正を平成 30 年４月に実施

しました。 

さらに令和 2 年 6 月における同法の改正では、「地域共生社会」の実現を目指すための

体制整備事業として、「属性を問わない相談支援」「参加支援」「地域づくりに向けた支援」

を一体的に実施する「重層的支援体制整備事業＊」が施行されることとなりました。 

戸田市においても、急激な人口の増加や住民の転出入の多さなど、地域コミュニティを維

持していくうえでの課題がある一方で、災害時における助け合いや、 支援につながる見守り

や声ががけなど、地域が担う役割の重要性は年々増しているといえます。 

 

戸田市では、平成 30 年度から令和 4 年度を計画期間とする「第 4 期戸田市地域福祉

計画」を策定し、地域福祉の包括的な推進に取り組んできました。 

また、戸田市社会福祉協議会では、平成 25 年 3 月に、これまでの「戸田市社会福祉協

議会発展・強化計画」と「戸田市社会福祉協議会新地域福祉活動計画（第 2 期）」を統合

した「戸田市社会福祉協議会運営強化計画」を策定し、平成 30 年度から令和 4 年度につ

いては、「戸田市社会福祉協議会第 2 期運営強化計画」により、地域福祉の推進に取り組

んできました。 

 

 本計画は、令和 4 年度に前計画の計画期間が終了することから、国や地域の動向を踏ま

え、戸田市をより暮らしやすいまちにするために、市と社会福祉協議会、住民、地域で活動す

る団体との協働による地域福祉の推進、住民が安心して暮らせる環境の整備や地域コミュ

ニティの発展・創出を図るべく策定するものです。 
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１-４ 計画の期間 
  

本計画の期間は令和５年度から令和９年度の５か年とします。 

 令 和 ４ 年

（2022） 

令 和 ５ 年 

（2023） 

令 和 ６ 年

（2024） 

令 和 ７ 年

（2025） 

令 和 ８ 年

（2026） 

令 和 ９ 年

（2027） 

令和１０年

（2028） 

戸田市総合振興計画 前期基本計画 後期基本計画 

戸田市地域福祉計画 

戸田市地域福祉活動計画 
第４期 第５期 第6期 

戸田市子ども・子育て支援事業

計画 
第２期 第３期 

戸田市障がい者総合計画 

（戸田市障がい福祉計画/戸田

市障がい児福祉計画） 

第１期 第２期 

戸田市地域包括ケア計画 

（戸田市高齢者福祉計画・介護

保険事業計画） 

第８期 第９期 第１０期 

戸田市健康増進計画 

（戸田市自殺対策計画/戸田市

歯科口腔保健推進計画） 

第３次 第４次 
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１-５ 計画の策定体制 
 

本計画は、以下の取り組みにより、各関係者等の意向を把握して策定しました。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

   

 

 

 

 

 
   

※１アンケート調査 
社会福祉協議会協支部、ボランティア、福祉関係団体に対してアンケート

調査を行い、計画策定のための基礎資料とした。 

※２福祉施策審議会 
戸田市福祉施策審議会条例により、市の社会福祉に関する事項を審議。 

公募による市民をはじめとする計 11 名の委員で構成。 

※ ３ 地域福祉活動

計画企画委員会 

地域福祉計画と地域福祉活動計画を一体的に策定するため、市の福祉

施策審議会委員１１名を社会福祉協議会地域福祉活動計画企画委員会

の委員に委嘱した。 

※4関係団体ヒアリング 
アンケート調査を行った社会福祉協議会支部、ボランティア、関係団体に

対し、アンケート結果に基づき、ヒアリングを行った。 

※5パブリック・コメント＊ 

地域福祉計画及び地域福祉活動計画の案について、広く市民に意見を

求めるため実施した。 

期間：令和４年１１月○日～令和４年１2 月○日まで募集 

現行計画 

【第４期戸田市地域福祉計画】 

【戸田市社会福祉協議会第２期運営・強化計画】 

地域福祉の現状と課題の把握 

アンケート調査※1

の実施 現行計画の検証 

第５期戸田市地域福祉計画・第５期戸田市社会福祉協議会地域福祉活動計画 

福祉施策審議会※2 での審議 パブリック・コメント※5 の実施 

福祉施策審議会
＊2

での審議 関係団体ヒアリング※4 

地域福祉活動計画企画委員会＊3

での審議 
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第２章 前期計画の取組みと市の現状 

 

２-１  前期計画の振り返り 
  

（１）戸田市の振り返り 

 

平成３０年度から令和４年度までの第４期戸田市地域福祉計画は、基本理念「やわらか

に響きあう～認めあい、話しあい、支えあい、ホッとする戸田
ま ち

～」のもと、「地域共生社会の実

現に向けて」を５年間のテーマとし、市民、市、社会福祉協議会の３つの主体による取り組み

を実施しました。 

 

基本施策１ 地域で支えあうまちづくり      

 

【目指すすがた】 
 

活動を担う市民の育成、身近な地域活動の促進により、地域で支えあうまちづくりを目指します 
 

【施策の方向性】 
 

（1）地域活動の担い

手を掘り起こし、参

画を進める 
 

（2）市民の支えあい

による安心な地域

づくり 

 

【主な取り組み】 
   
  市内３つの福祉センター、上戸田地域交流センターをはじめとした公共施

設において、多世代が交流できる居場所や、地域活動拠点の提供を行いま

した。 
 

  生活支援サポーター養成講座＊、精神保健福祉ボランティア入門講座＊の

開催を通じて、ボランティア・ＮＰＯ＊活動の担い手を養成しました。 
 
  介護予防ボランティアの育成と住民主体の高齢者通いの場である「ＴＯＤＡ

元気体操教室＊」の立ち上げを支援しました。 
 
  地区担当保健師や民生委員・児童委員＊による定期的な訪問活動を行い

ました。 
 
  関係機関と連携し、生活支援コーディネーター＊の活動を促進しました。 
 

【次期計画への引継】 
 

コロナ禍＊のなか、人と人との接触が制限され、地域福祉活動を行いにくい状況が続きました。地域

福祉の更なる推進に向けて、引き続き地域福祉活動を担う市民の育成や、身近な地域活動の支援を

行います。 
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基本施策２ 福祉サービスの充実したまちづくり  

 

【目指すすがた】 
 

市福祉サービスの充実を図るとともに、サービスを上手に利用できる地域福祉の啓発を目指します 
 

【施策の方向性】 
 
（1）子ども・高齢者・

障がい者、全ての

人が福祉サービス

を安心して利用で

きる環境の整備 
 

（2）地域包括ケアシ

ステム＊の深化・推

進 
 

（3）生活困窮者＊へ

の支援 
 

（4）避 難 行 動 要 支

援者＊避難支援制

度の実施 

【主な取り組み】 
 
  福祉の困りごとに関して複合的な課題をときほぐし、市の関係部署や他の

関係機関につなぐ福祉総合相談窓口＊を設置しました。 
 

  妊娠届出場所を１か所に集約し、母子保健コーディネーター（保健師）が全

員に面接を実施し、相談支援を行いました。 
 

  「認知症介護技術・方法についてアドバイスをできる窓口」として認知症ケ

ア相談室＊を開設し、認知症の方とその家族への相談支援体制の強化を行

いました。 
 

  切れ目のない障がい児支援に向けて、各関係課と関係機関の取組や課題

を共有するため担当者会議を開催するとともに、特別支援学校卒業後、円滑

な障害福祉サービスへ移行できるよう、特別支援学校３年生在学の保護者

に向けて、説明会を行いました。 
 

  地域コミュニティの拠点となる福祉センターを会場に、多世代交流事業を実

施するとともに、地域包括支援センター＊との連携事業を行いました。 
 

  地域包括支援センターと関係機関や地域が連携して支援を行う「地域ケア

会議」を通じて、地域特性に応じた課題の解決を図りました。 
 

  「戸田市生活困窮者自立支援事業庁内連絡会議」や「戸田市生活困窮者

自立支援事業支援調整会議」において関係機関と連携し、生活困窮者の早

期把握に努めました。 
 

  「生活自立相談センター＊」において、庁内関係各課と連携・調整を図りな

がら生活困窮者に対する包括的な支援＊を行いました。 
 

  戸田市避難行動要支援者避難支援制度＊の周知を行うとともに、関係機関

に「個別計画」を提供し、有事に備えました。 
 

【次期計画への引継】 
 

様々な生活上の問題を抱える方に適切な支援を届けることができるよう、引き続き関係機関等との

連携を強化し、相談者一人ひとりに寄り添った支援を実施していきます。 
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基本施策３ 戸田市社会福祉協議会の体制の強化   

 
【目指すすがた】 
 
社会福祉協議会と連携し、地域福祉の推進を目指します 
 

【施策の方向性】 
 

（1） 社会福祉協議

会の体制強化 
 

（2）ボ ラ ン テ ィ ア

（NPO）等の市民

活動支援 
 

（3）社会福祉法人＊

への支援体制の充

実 
 

【主な取り組み】 
 
  社会福祉協議会の活動と連携し、地域福祉活動を推進するため、戸田市

社会福祉協議会第２期運営・強化計画による進捗管理を図りました。 

 

【次期計画への引継】 
 

これまで別々に策定していた戸田市地域福祉計画と戸田市社会福祉協議会地域福祉活動計画を

一体化し、一つの計画とすることで、地域福祉活動の方向性の一層の共有化を図っていきます。 
 

 
第 4 期地域福祉計画の取組指標における達成状況 

 

主体先 目標 指標 当初 最終年度 

市民 
地域活動への参画 

支えあいによる地域

づくり 

地域活動やボランティア

に参加した人 
※「市民意識調査」中、「地域活

動やボランティア活動への参加」

の「参加したことがない」比率を

１００％から引く 

４２％ 
※平成３０年度市民意識

調査 

３３％ 
※令和３年度市民意識

調査 

行政 
総合的な 相談支 援

体制 

総合的な相談支援体制

の確立 

令和２年度に福祉

総合相談窓口を開

設 

新規相談者数：５４名 

新規相談者数：１２１名 
※令和 3 年度 

社協 
社会福祉協議会の

体制強化 

社会福祉協議会運営強

化計画による進捗管理 
― 

 

 

 （２）戸田市社会福祉協議会の振り返り 

 

戸田市社会福祉協議会では、本計画の策定に向けて、現行の「第２期運営強化計画」の

進捗状況の確認、評価を行いました。その内容を踏まえて、次の表で成果と課題を記載しま

す。 
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取り組み方針１ 地域で活躍する人の育成と仲間づくり 

取組み内容 ５年間の実績 

１ 地域で活動する人材の育成 

（１）課題に応じた目的型ボランティア 

の育成 

（２）戸田市社会福祉協議会支部とボ 

ランティアの連携 

（３）社会福祉法人、NPO、企業、学校 

等との連携 

・新たに、目的別の生活支援サポーター養成講座や福祉学習ボラン

ティア養成講座などを実施した。 

・社会福祉協議会支部と登録ボランティアの連携ができるよう、交流

会や互いの情報共有の場を設けた(オンラインも活用)。ホームページ

上で登録団体の閲覧ができるよう整備した。 

・生活支援コーディネーターと連携し、生活支援・介護予防の地域づく

りで地域の薬剤師会や医師会、南部保健所等と、役割の確認をし、協

力体制を築いた。 

・市内３の社会福祉法人に呼掛け、地域貢献に向けた連絡会の準備

会を開催した。 

２ 社会福祉協議会支部活動への支援の充実 

（１）社会福祉協議会支部活動におけ

る相談機能の充実 

（２）社会福祉協議会支部活動活性

化事業の新たなメ 

ニューの提案 

（３）戸田市社会福祉協議会支援の

充実 

・社会福祉協議会支部活動の担当職員を３名から５名に体制を強化

し、保健師等専門職にも協力を得た。 

・新たな社会福祉協議会支部活動のメニューとして、ボッチャ＊や公式

輪投げの備品購入、体験会を実施した。 

・引き続き、社協だよりやホームページ、全戸配布チラシで周知を行っ

た。 

３ 住民参加の促進と連携 

（１）ボランティア・地域活動参加への 

きっかけづくり 

（２）地域活動への参加を促す取り組

み 

・引き続き、ボランティアだよりにおいて、団体の活動情報、講座案内な

どを魅力あるものに工夫して、発信した。 

・戸田ふるさと祭りや健康福祉まつりにおいて、ボランティア相談会や

高齢者疑似体験コーナーを設けた。 

・コロナ禍においても、感染予防対策の下、ボランティアセミナリーの実

施に努めた。 

・Twitter＊等のウェブメディアの活用を検討した。 

＜成果＞ ボランティアには関心があるが行動には至っていない人達に対して、目的を絞った養成講座を立ち上

げたり、地域の職能団体や専門職と結びつくことで、さらに質の高い活動を目指した。しかし、計画期中盤以降

新型コロナウィルスの感染拡大により、自主的な市民活動の大半が中止を余儀なくされた。その中では、新たに

社会福祉法人が相互に事業の理解を深め、地域貢献への合意が得られたことは意義がある。 

＜課題＞ ボランティア等の活動から離れた人たち、また若い世代などこれまで関心のなかった人たちへの働き

かけを SNS＊の活用等工夫し、きっかけづくりを多彩に展開する必要がある。また、社会福祉協議会や支部活動

のアピールを積極的に行い、同時に地域で暮らし活動する方々のニーズを的確に把握する必要がある。 
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取り組み方針２ 地域における生活課題への取り組み 

取組み内容 ５年間の実績 

１ 相談情報提供の充実 

（１）不安や悩みを身近で相談できる 

体制づくり 

（２）情報を広く伝えるための提供体

制の充実 

・令和元年度から、コミュニティソーシャルワーカー＊を専任で１名、地

区ごとに５名配置し、個別支援の体制を充実した。 

・子どもや高齢者の見守りや安全確保のため、管轄の警察署と協定

を結んだ。 

・ホームページリニューアルプロジェクトを実施し、ホームページを閲覧

しやすいよう配置を工夫した。また、トップページはスマートフォンで対

応できるようにした。 

２ 多様な主体と連携した支援体制の構築 

（１）日常生活の支え合い・助け合い

の充実 

（２）生活困窮者への対応 

（３）協議体等の話し合いの場の設置

に向けた検討 

・ゴミ出しや買い物等の簡易な手伝いを行う、生活支援サポーターを

養成する講座を継続的に実施し、洗濯や通院の支援ボランティアにつ

ながった。 

・ボランティアセミナリー修了者に対して、継続活動のための組織化を

支援し、ボランティア団体が立ち上がった。 

・コロナ禍で特例貸付の膨大な申請に対応する中で、住宅確保給付

金＊などの他のサービスにもつながるよう、他機関との連携を深めた。 

・歳末たすけあい募金を財源に、コロナ禍の影響を受けて収入が減少

した世帯に対し食糧支援を行った。 

３ 権利擁護等に関する行政との連携 

（１）権利擁護の推進 

（２）市民参加による権利擁護の推進 

・令和２年度に、法人後見＊を開始した。令和４年度には初めての受任

に向けて、運営委員会で審議を行った。 

・成年後見制度＊への理解を深めるため、ホームページや社協だより

で成年後見制度の周知を行うほか、市民向けのセミナーを実施した。 

＜成果＞ 高齢化が進む中で、コミュニティソーシャルワーカーや生活支援コーディネーターの配置は地域の多

様な機関とつながるきっかけともなり、地域や人へのきめ細やかな支援が可能となった。また、地域で長く暮らし

続ける基盤となる法人後見事業の開始は市民の安心につながった。 

コロナ禍において生活に困窮した世帯が貸付を利用することで、有効な支援への橋渡しができた。 

＜課題＞ 支援を必要とする人々が活用できる社会資源やその役割を知り、迅速に利用できるよう情報発信の

量や方法を検討する必要がある。そして、その具体的な支援の内容についてもフィードバックを行い、結果を検

証し、質を向上させる仕組みが重要である。 

支え合い・助け合い活動の再開の時期や方法も、情勢や個々の心情に配慮して進める必要がある。 
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取り組み方針３ 戸田市社会福祉協議会の体制の強化 

取組み内容 ５年間の実績 

１ 経営管理の強化 

（１）戸田市社会福祉協議会の活動理

解者を増やすための取り組み 

（２）効率的な事務局体制の整備と改

善 

（３）戸田市との連携強化 

・社会福祉協議会のパンフレットを毎年度作成し、様々な機会を捉え

て配布した。 

・福祉団体等に対する助成事業の見直しを行った。 

・市担当課と定例会議や担当者会議において、意見交換を行い、相

互理解と方向性の確認に努めた。 

２ 地域づくりに向けた人材確保・育成 

（１）適正人員と必要な人材の確保 

（２）職員の意識改革と質の向上 

（３）職員の情報共有の促進 

・安定的な事業運営のため、手話通訳や主任ケアマネジャーなど、

資格保持者２名の採用を行った。 

・職員の意識改革、質の向上を目指し、市内社会福祉法人との連携

した研修なども見据えて、社会福祉法人連絡会の設立準備を行っ

た。 

・定例の会議を行うとともに、ラインワークス＊の試験導入を行い、情

報共有の促進を図った。 

３ 活動財源の確保 

（１）財源確保への取り組みの充実 

（２）適正な予算編成と配分 

（３）費用対効果の検証による効率的な

事業の展開 

・自動販売機の民有地等への設置場所の新規開拓を行い、売り上

げの中から寄付により財源を獲得した。 

・財政状況について共通認識を持つため、予算編成のための説明

会を行い、適切な予算案作成に努めた。 

・全事業について、事務事業の評価を行った。 

４ 災害ボランティア体制の整備 

（１）災害に備えての行政との連携 

（２）災害ボランティアセンター＊の設置

訓練 

・令和３年１１月に、市と災害ボランティアセンターの設置等に関する

協定を締結した。 

・災害ボランティアセンターの設置及び立ち上げ訓練を実施した。コ

ロナ禍では机上訓練とした。 

＜成果＞地域福祉を推進する主体としての社会福祉協議会を、安定的に運営・発展させていくために、必要な

人材を確保し育成した。事務事業の妥当性や適正な予算編成のための方策も積極的に取り入れ、より客観的

な評価が可能となった。組織の課題については、市とも協議を行い、理解を得るとともに、新たに災害時の協力

について協定を結んだ。 

＜課題＞ コロナ禍が長期化する中で、地域のニーズの変化に合わせた組織編成や人材育成、予算配分を行う

必要がある。そのためにも、多様な地域の声を受け止め、市や関係団体との連携を一層充実していく。 
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２-２ 統計データから見る戸田市の現状 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

総人口・年齢 3 区分別人口の推移 

平成３１年から令和５年まで、本市の人口は一貫して増加傾向にあります。年齢３区分別でみても、０か

ら 14 歳、15～64 歳、65 歳以上のいずれの区分も増加していますが、0～14 歳と 15～64 歳が○○倍

の増加であるのに対し、65 歳以上の人口は○○倍の増加となっており、緩やかに高齢化が進んでいま

す。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

人口動態の推移 

人口動態の推移を見ると、各年度とも転出数よりも転入数が上回っています。また、転入が○○人前

後、転出が○○人前後と、転出入の多いまちです。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

最新データ貼り付け 

○総人口・年齢 3 区分別人口の推移 

○人口動態の推移 

○外国人住民の人数、世帯数の推移 

○高齢者のみ世帯数の推移 

○生活保護世帯と保護率の推移 

○障害者手帳所持者の推移 

○出生数、出生率の推移 

最新データ貼り付け 
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外国人住民の人数、世帯数の推移 

平成３１年から令和５年にかけて、外国人の人数、世帯とも増加傾向が続いています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

高齢者のみ世帯数の推移 

平成３１年から令和５年にかけて、高齢者のみの世帯は増加傾向が続いています。令和５年時点で、高

齢者のみの単身世帯は○○世帯、高齢者夫婦世帯は○○世帯で、合わせると約○○世帯となり、全世帯

の○○％が高齢者のみの世帯となっています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

障害者手帳所持者の推移 

 平成３１年から令和５年にかけて、障害者手帳所持者数は増加傾向が続いています。手帳の種別ごとの

割合では、身体障害者手帳保持者が全体の○○％、療育手帳、精神障害者保健福祉手帳保持者はそれ

ぞれ○○％、〇〇％となっています。 

 

 

 

 

 

 

最新データ貼り付け 

最新データ貼り付け 

最新データ貼り付け 
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生活保護世帯と保護率の推移 

生活保護世帯と保護率の推移を見ると、平成○○年度に比べ令和○○年度時点では保護世帯、保護

率ともに増加しています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

出生数、出生率の推移 

出生数、出生率の推移を見ると、平成○○年時点では、○○と前年から大きく減っています。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

最新データ貼り付け 

最新データ貼り付け 
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２-３ アンケート調査結果の概要 
 

計画の策定にあたり、社会福祉協議会支部、登録ボランティア（団体・個人）、市内福祉関係団

体に対し、アンケート調査を実施しました。また、アンケート調査を行った団体に対して、ヒアリング

調査を行いました。調査の結果について抜粋したものを掲載します。 

なおアンケート調査の詳細は、戸田市社会福祉協議会のホームページにて公開しています。 

  

（１）地域福祉に関する社協支部アンケート 

対象者 調査時期 配布・回収方法 通知数 回収数 回収率 

市内社協支部 令和 3 年 12 月 郵送による発送・回収 47 通 46 通 97.8% 

 

（２）地域福祉に関するボランティア団体アンケート 

対象者 調査時期 配布・回収方法 通知数 回収数 回収率 

本会登録ボランティア団体 令和 3 年 12 月 郵送による発送・回収 45 通 33 通 73.3% 

 

（３）地域福祉に関するボランティア個人アンケート 

対象者 調査時期 配布・回収方法 通知数 回収数 回収率 

本会登録ボランティア個人 令和 3 年 12 月 郵送による発送・回収 41 通 32 通 78.0% 

 

（４）地域福祉に関する福祉関係団体アンケート 

対象者 調査時期 配布・回収方法 通知数 回収数 回収率 

市内福祉関係団体 令和 3 年 12 月 郵送による発送・回収 45 通 25 通 55.5% 

 

（５）関係団体ヒアリング 

対象者 調査時期 調査方法 

市内社協支部 

本会登録ボランティア団体、個人 

市内福祉関係団体 

令和 3 年 12 月 アンケート結果に基づき、

電話でヒアリング 

 

＊集計・分析にあたって 

 図表中の N（N=自然数）は集計母数を表しています。 

 原則として、図表の単位は％としています。 

 回答割合（％）は質問回答者数を母数としています。そのため複数回答の場合は、選択肢ごとの

回答割合を合計すると１００％を超えることがあります。 
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１.地域や生活の困りごとについて、耳にすることはどのようなことですか（あてはまるものす
べてに〇） 
 

全体では「高齢・介護に関すること」が最も高く、次いで「健康・医療に関すること」となっています。属性
別にみると、支部では「防災、防犯、交通安全に関すること」が他の属性に比べ高くなっています。また、福
祉関係団体は他の属性では回答が少ない「就労、経済的な事項に関すること」「人権、家庭内暴力に関
すること」に多く回答があがっています。 

 

 
 
２.日常生活で起こる問題に対して、どのような方法で解決するのが良いと思いますか（〇は
１つ） 
 

「住民と行政の協働」が 70％と最も高く、次いで「住民同士で解決したい」が 19％、「行政が解決」が
6％となっています。 

 

 

 

全体 【N＝136】 
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３.一つの相談支援機関だけでは解決できない人や、制度の狭間にある人を支援につなげる
ためには、どのような仕組みづくりが必要だと思いますか（〇は 3 つまで） 
 

 全体では「支援を必要としている人の早期把握」が最も高く、次いで「どのような相談も丸ごと受け止
める体制の整備」、「多様な活動団体、ボランティア等が協働で支援する仕組み」となっています。属性別
にみると、支部では「相談支援機関と地域住民、関係者との連携」と「福祉に関する相談窓口の周知」が
他の属性に比べ高くなっています。 

 

 
 

4.お住いの地域で、日常生活をおくるうえで心配な方や、困っている方がいたら、できること
は何ですか（あてはまるものすべてに〇） 
  

全体では「見守りや声掛け」が最も高く、次いで「災害など緊急時の手助け」、「話し相手」となっていま
す。属性別にみると、支部では「災害などの緊急時の手助け」が他の属性に比べ高くなっています。また、
ボランティア個人では「日常生活上の手伝い」が他の属性に比較し多く回答があがっています。 

 

 

全体 【N＝136】 

全体 【N＝136】 
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5.誰もが住みやすいまちづくりを推進していくにあたり、市や社会福祉協議会ではどのような
ことに力を入れていくべきだと思いますか（〇は 3 つまで） 
 

全体では「支援につながる環境づくり」が最も高く、次いで「地域福祉活動の担い手の確保」、「顔の見
える関係づくり」となっています。属性別にみると、福祉関係団体では「地域の様々な活動主体のネットワ
ークづくり」、ボランティア団体では「地域生活課題の複合化・複雑化への対応」が他の属性に比べ高くな
っています。 

 

 

６．「今後、支部活動を実施する際の課題はなんですか。」（あてはまるものすべてに○） 

「若い人の参加が少ない」が 70％と１番多く、次いで「担い手の確保が困難である」、「地域に関心の

ない人が多い」が３番目となりました。 

 
 

全体 【N＝136】 

社協支部アンケートの集計結果 

【N＝46】 
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７．「貴団体が活動を行う上で困っていることはどのようなことですか。」 

【ボランティア団体アンケートの集計結果】 

「メンバーが不足している」、「リーダー（後継者）が育たない」や「市民に情報発信する場や機会が乏

しい」と回答した団体が多かったですが、「特に困ったことはない」と答えた団体もありました。 

 

 

 

８．「最近、地域で気になる課題がありますか。」 

【福祉関係団体アンケートの集計結果】 

自由記述回答の抜粋となりますが、コロナ禍での閉じこもり等の要因により生じている様々な問題

について、多数の意見がありました。 

高齢・介護 

（認知症、見守り） 

・コロナ禍でインフォーマル＊な活動場所が減少している 

・コロナ禍による閉じこもり等の要因により、介護に関する相談が増え

ているが、介護に係る社会資源が乏しい。 

健康・医療 

 

・コロナ禍で外出の頻度が減り、人との交流が減ったことで、高齢者の

心身機能が低下している。 

居場所・孤立 

 

・コロナ禍での交流機会、活動場所が激減 

・コロナ禍で孤立する高齢者が増えた。集いの場がどんどん再開して

きているので、案内をする必要性を感じている。 

・コロナ禍で活動の場がなくなり、外出の頻度が減った。人との交流も

少なくなった。 

地域活動・ﾎﾞﾗﾝﾃｨｱ活動 

 

・コロナ禍での交流機会、活動場所が激減 

・コロナ禍でイベントが開催やボランティアの受入ができない。 

・コロナの影響によりボランティアの受入もできなくなった。 

 

ボランティア団体アンケートの 

集計結果 【N＝33】 
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ヒアリング結果 

 地域福祉に関するアンケートを行った社協支部、社協登録ボランティア（団体・個人）、福

祉関係団体を対象にヒアリングを実施しました。主な意見は下記のとおりです。 

対象団体 ヒアリング内容 意   見 

１ 福 祉 関 係

団体 

（ 障 が い ・

児童） 

ヤングケアラーの問題が顕

在化していると書いているが、

そういった方がいるのか、また

どのような支援が考えられる

か。 

両親が外国人で、日本語が得意な小学生の

子どもに役所の手続きをさせているという事例

を聞いた。ケアラーの本人は親に捨てられたくな

いので、自分から言い出すことはできないと思

う。ケアラーからではなく、問題を抱えている方

の相談を受けている機関が見つけ出し、適切な

支援に結び付ける必要があると思う。 

２ 福 祉 関 係

団体 

（高齢） 

ゴミ出しが難しくなっている

高齢者が増えているとのこと

だが、具体的にどういった支

援をしたらよいか。 

ゴミ出しだけでヘルパーが入るのも難しく、ま

た、時間帯も朝なので、ゴミ出しを行ってくれる

隣近所の方がいると良い。 

３ 福 祉 関 係

団体 

（障がい） 

高齢者、障がい者問わず、

ふらっと立ち寄れる集いの場

があるとよいと記載している

が、具体的にどのような集い

の場があるといいと考えるか。 

単身の障がい者や高齢者が気軽に立ち寄れ

る場所が必要と考える。デイサービスなどの制

度のように決まった形ではなく、無理せず過ご

せ、音楽を聴いたり、誰かがいて話すことができ

る、そんな居場所があるといいのではないか。 

４ ボ ラ ン テ ィ

ア団体 

メンバー不足とあるが、どの

ようなことをしたらメンバーが

増やせると思うか。 

もっと若い人がボランティアに参加してほしい

と考えている。 

５ ボ ラ ン テ ィ

ア団体 

ボランティアセンターからの

情報提供について、あまり十

分ではない、行政、団体からの

情報に偏り過ぎてつまらない

とのことだが、どのような情報

を求めているか。 

ボランティアセンターからの情報提供があま

り十分でないと感じている。講座等の行政や社

協からの情報が多いと感じる。新しいボランティ

ア団体や新しい方がどのようなボランティアを

やっているかの情報があると自分のボランティ

ア活動の参考にできる。 

６ 個人ボラン

ティア 

支援を必要とする人の情報

が得にくいに○をされている

が、具体的に困ったことがある

か。また、得ることができれば

どのような支援をしたいか。 

支援を必要とする人の情報が得にくい。今は

コロナ禍のため、所属するボランティア団体の活

動ができていないが、隣近所で困っている人が

いたら助けたいとは思っているが、そうした方の

情報が全く得られない。先日も、ワクチン接種の

予約をした時に予約していない高齢者が断ら

れていたのを見て、そういった方の予約のお手

伝いをできればと感じた。 
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７ 社協支部 見守りや声かけならできる

としているが、どの程度の見守

り、声かけならできるか。 

日常生活を送るうえで心配な方や、困ってい

る方がいたら、顔見知りに会ったら声をかける

程度なら、個々でも取り組むことが可能と考え

る。訪問するなどの見守りは難しい、定期的に支

部活動を行うことで安否確認にもなっている。ま

た、顔見知りが増えることで、見守りの目が増え

ていると考える。 

８ 社協支部 見守りや声かけならできる

としているが、どの程度の見守

り、声かけならできるか。 

日常生活を送るうえで心配な方や、困ってい

る方がいたら、見守りや声かけならできと考えて

いる、しかし、現在はコロナ禍のため、集いの場

が取れていない。支部としては、民生委員がや

るような訪問は想定しておらず、参加者を町会

会館で集めるような方法で見守りをしたいと考

えている。 

９ 社協支部 ボランティアの連携の中で

こども食堂＊を挙げているが、

町会でこども食堂を行うこと

ができるのか。 

町会で、子どもに限らない、こども食堂のよう

なものをやりたいと考えているが、地域性もあ

り、町会の中でも様々な意見があるため、実現

が難しいと考えている。 
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２-４  地域福祉を取り巻く戸田市の現状 
 

 前述の人口・世帯の状況及び各種アンケート等により、戸田市の地域福祉の主な課題について、次

のとおり分析しました。 

 

（１）地域福祉活動の担い手の確保 

社協支部アンケートでは、支部活動を実施する際の課題として、参加者の高齢化が課題としてあ

げられました。また、ボランティア団体アンケートでは、活動を行う上で困っていることに、メンバー不足

がありました。福祉教育、イベント等で積極的に福祉に対する市民意識の向上を図ることや、ボランテ

ィア講座の充実を図ることで、地域福祉活動の担い手の確保に努める必要があります。 

 

（２）だれもが安心できる環境の充実 

地域や生活の困りごとについて、耳にするのはどのようなことがあるか、という設問に対し、「高齢・

介護」「健康・医療」と並び「防災・防犯・交通安全」が挙げられています。また一方、お住いの地域で、

日常生活を送るうえで心配な方や、困っている方がいたら、できることは何か、社協支部、ボランティア、

福祉関係団体ともに見守りや声かけを一番にあげていました。 

最も身近な地域福祉活動である見守りや声掛けを通じて、地域ぐるみの防犯、防災力の強化を推

進することができるよう支援を行うとともに、年齢や障がいの有無に関わらず、だれもが安心して過ご

すことができる仕組みづくりを進めていく必要があります。 

 

（３）健やかに過ごすための仕組みづくり 

福祉関係団体に対して行ったアンケートで、「最近、地域で気になる課題がありますか」という自由

記述の設問に対し、コロナ禍での閉じこもり等の要因により生じている様々な問題について、多数の

意見がありました。また、ボランティアからもコロナ禍のため、活動が制限されているとの意見がありま

した。今後は、コロナ禍で先の見えない不安の中での生活を余儀なくされた方のこころと体のケアを

意識し、健やかに過ごすための仕組みづくりを進めていく必要があります。 

 

（４）相談支援体制の充実 

一つの相談支援機関だけでは解決できない人や、制度の狭間にある人を支援につなげるために

はどのような仕組み作りが必要かという設問に対して、「支援を必要としている人の早期把握」や、

「相談支援機関と地域住民、地域の関係者との連携」や、「どのような相談もまるごと受け止める体

制の整備」との回答が多くありました。福祉の困りごとを抱えている市民に対し、どのような相談も受

け止め、市の関係部署や関係機関につなぐ福祉総合相談窓口の運営や、相談窓口へ足を運ぶこと

が困難な市民に対しては、地域の身近な相談員であるコミュニティソーシャルワーカーのアウトリーチ
＊支援を通じ、相談支援体制の充実を図る必要があります。 
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2-5 地域福祉計画における圏域の考え方                                         

 

厚生労働省が定める「地域福祉計画策定ガイドライン」では、地域福祉を推進していくうえで

の「住民に身近な圏域」を設定し、関連する福祉施策との調整を図ることとされています。 

「住民に身近な圏域」とは、地域福祉の視点では、見守りや声掛けなど、気軽に集まって話を

したり、身近な地域の課題を共有する日常的な生活の範囲の「小地域」であると考えられます。 

また、介護保険法では、「市町村が、その住民が日常生活を営んでいる地域として、地理的条

件、人口、交通事情その他の社会的条件、介護給付等対象サービスを提供するための施設の整

備の状況その他の条件を総合的に勘案して」日常生活圏域を定めるものとされています。 

本市の市街化区域面積は、約 13.37 ㎢と比較的コンパクトであり、その 8 割以上が市内の

3 駅から 2 キロ圏内となっています。 

介護保険法の規定に基づく戸田市高齢者福祉計画・介護保険事業計画では、このコンパクト

な都市構造を生かし、市内４か所の地域包括支援センターを中心とし、市全体を一つの日常生

活圏域として設定しています。 

地域福祉の推進においても、地区ごとの実情に合わせた取り組みを行いつつ、各福祉分野の

拠点を中心とした有機的なネットワークを構築することで市全体で一体的な取り組みを行うべき

であると考えられます。 

本計画では、社会福祉協議会の支部活動単位である町会・自治会を最も身近な圏域とし、既

存の福祉各分野における圏域設定と整合性を図りつつ、市全体を一つの日常生活圏域として

設定しております。 

 

  

市全体を一つの

日常生活圏域 

≪圏域のイメージ図≫ 
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第３章 基本理念・基本目標 

 

３-１ 基本理念 
 

戸田市では、第 1 期戸田市地域福祉計画より「やわらかに響きあう～認めあい、話しあい、支え

あい、ホッとする戸田～」を基本理念とし、地域福祉の推進に取り組んできました。 

「やわらかに響きあう」は、市民一人ひとりが地域住民として自覚と責任を持ち、自立しながら、

お互いのプライバシーや尊厳を守り（認めあい）、交流し（話しあい）、支え合い、安心できる（ホッ

とする）福祉コミュニティの将来像を表すとともに、市、市民、事業者が対等な立場（認めあい）、で

情報や意見を交換し（話しあい）、福祉サービスの充実した（ホッとする）戸田市の将来像を目指

すものでもあります。 

また、戸田市社会福祉協議会では、戸田市社会福祉協議会第 1 期運営強化計画より「となりど

うしのささえあいで、だれもが安心して、いきいき暮らせるまち」を基本理念とし、地域における様々

な諸問題の解決を、住民主体による隣近所での支えあい活動で推進していくことを目指してきまし

た。 

これまでも戸田市と戸田市社会福祉協議会は、地域福祉における車の両輪として連携し、課題

解決に向けて、整合性を図りながら取り組みを進めてきました。本計画では、双方の計画を一体的

な計画としたことで、より一層地域課題、地域福祉推進の方向性を共有化することとなります。 

これらを踏まえ、本計画では、前期計画までの「やわらかに響きあう～認めあい、話しあい、支え

あい、ホッと戸田する～」という市の理念を受け継ぎ、戸田市と戸田市社会福祉協議会が互いに話

し合い、福祉サービスの充実した戸田市のために連携し、だれもが安心して地域で暮らし続けられ

る地域社会づくりを目指していくことといたします。 

 

 

 

 

 

  

≪基本理念≫ 
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３-２ 基本施策 

 

基本理念「やわらかに響きあう～認めあい、話しあい、支えあい、ホッとする戸田
ま ち

～」の実現に向け

て、次の 3 つの基本施策に取り組みます。 

この施策は第４期地域福祉計画の成果を生かしつつ、戸田市と戸田市社会福祉協議会で、新た

な課題解決に向けた取り組みを示すものとなります。 

 

基本施策１ 地域で支えあう戸田
ま ち

づくり 

第 4 期戸田市地域福祉計画より引き続き、活動を担う市民の育成、身近な地域活動の促進によ

り、地域で支えあうまちづくりを目指します。 

  地域福祉推進への市民の主体的参加を促進するとともに、地域福祉を推進する人材を育成します。

また、身近な地域での活動が定着するように、地域の拠点整備や、地域住民、ボランティア団体等の

活動支援を行います。 

 

基本施策２ だれもが安心できる戸田
ま ち

づくり 

年齢、性別、障がい等の属性に関わらず、誰もが住み慣れた地域で安心して過ごすことができるま

ちづくりをめざします。 

高齢者、障がい者をはじめ、誰もが日常生活で不自由がなく生活できる地域にするため、災害時

に助け合うための仕組みや、バリアフリー＊のまちづくりを進めていくとともに、子どもや高齢者等、支

援が必要な方の権利を守るための取り組みを行います。 

 

基本施策３ 福祉サービスの充実した戸田
ま ち

づくり 

福祉サービスの充実を図るとともに、サービスを必要としている人が必要なサービスを利用するこ

とができる仕組みづくりに取り組みます。 

  様々な要因で生活に困窮している方が、安定した暮らしを送るための支援を行います。 

複合化する福祉ニーズに対応するため、支援を必要としている人が必要な制度を利用することが

できる体制づくりの構築に努めていきます。また、様々な要因で複雑化、複合化した課題を抱える人を

受け止め、支援に取り組んでいくための相談窓口の充実を図ります。 
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３-３ 基本施策の展開図 
 

設定した基本理念、基本施策を踏まえて、次の通り施策を展開し、方向性を定めました。 

 

 

基本理念 基本施策 施策の展開 

や
わ
ら
か
に
響
き
あ
う
～
認
め
あ
い
、話
し
あ
い
、支
え
あ
い
、ホ
ッ
と
す
る
戸
田

ま

ち

～ 

1 地域で支えあう戸田
ま ち

づくり 

1 地域福祉活動の担い手の確保 

2 顔の見える関係づくりの支援 

3 地域福祉活動の支援 

2 だれもが安心できる戸田
ま ち

づくり 

1 だれもが安心できる環境の充実 

2 権利擁護の推進 

3 情報の共有と発信の充実 

3 
福祉サービスの充実した戸田

ま ち

づくり 

1 安定した暮らしのための支援 

2 
健やかに過ごすための仕組みづく

り 

3 相談支援体制の充実 

基本理念を実現するための３つの基本施策と９つの展開 
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第４章 施策の展開 

 

第４章では、設定した基本施策について、その目指す姿と方向性について定義します。また、厚生労

働省が定める「地域福祉計画策定ガイドライン」により計画に盛り込まなければならないと定められ

た事項については、既に実施中の施策を記載し、更なる推進を図ります。 

なお、令和 3 年度は新型コロナウィルス感染症の拡大に伴い、今まで取り組んできた対面での人

と人との交流が制限され、その一方で急激にデジタル化が進むなど、生活様式に大きな変化が起こ

りました。地域福祉においても、対面での集会を行うことができず、地域活動を自粛せざるを得ないな

ど多大な影響を与えています。そのため各施策における指標・目標については、新型コロナウィルス影

響下の数値からコロナ後を見据えた目標数値としております。  
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４‐１ 基本施策１ 地域で支えあう戸田づくり 
 

１地域福祉活動の担い手の確保 

実現したい地域の姿 

誰もが地域に関心を持ち、周りに住んでいる人を気にかけることでコミュニケーションが生まれ、助

け合いができるまち 

 

取組方針 

地域福祉活動の担い手を確保するため、セミナーや勉強会を通じ、地域福祉に係る人材を育成し

ます。また、地域住民の立場から生活や福祉全般に関する相談・援助を担う民生委員・児童委員へ

の支援を行います。 

 

市の取り組み 

【福祉学習の充実】 担当：生涯学習課・関係各課 

まちづくり出前講座＊や講座受講者と地域団体のワークショップの開催等を通じ、地域に向き

合い、課題解決に向けて多様な人々と係り合いながら「考動」できる仕組みづくりを推進します。

また、児童・生徒に向けたボランティア体験や福祉体験学習を通じて、地域福祉に関する意識醸

成を図ります。 

 

【生活支援の担い手養成】 担当：健康長寿課 

生活支援の担い手となる人材の確保を行うとともに、生活支援や地域活動に結びつくように

生活支援サポーター養成研修を実施します。また、高齢者や認知症の人に身近なサービスを提

供する企業と認知症の方や認知症サポーター＊等が連携し「あたたかいまちづくり」の検討等を

行います。 

 

【民生委員・児童委員の活動支援】 担当：福祉保健センター 

全員協議会や研修会を通し、地域の身近な相談窓口であり、関係機関とのつなぎ役である民

生委員・児童委員の知識の向上と、関連課との連絡・調整など活動のサポートを行います。 

 

￮ 市の指標・目標   

指標 
現状 目標 

備考 
令和 3 年度 令和９年度 

生涯学習活動を行ってい

る市民の割合＊ 
40.5% 40.5%以上 

受講割合は減少傾向にあり、

現状以上を目標値とする。 
※生涯学習に関する市民意識調査より 
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市民の取り組み 

• 民生委員・児童委員の顔を知り、どんな活動を行っているのか知る。 

• 気になる活動に積極的に参加する。 

• 地域の人の特技を知り、新たな活動のきっかけとする。 

• 自分の子どもや地域の子どもが、地域に関わりを持つことを応援する。 

 

社協の取り組み 

【福祉に対する市民意識の向上】 

多様な福祉教育のメニューを提案できるよう、手引きを作成し、市内の学校や企業、関係団体等

と連携を図り、福祉教育を推進します。また、福祉学習ボランティア養成講座終了者によるボランテ

ィア団体が主体となり学校等での福祉学習を実施します。 併せて、福祉や健康づくり活動の啓発、

推進を目的として、市民が多く集まるイベント等で、積極的に本会の役割や事業について発信し、

市民意識の向上を図ります。 

 

【ボランティア講座の充実】 

ボランティアの入門講座となるボランティアセミナリーや、あらゆる地域福祉活動の担い手確保

のため、ボランティア育成講座（生活支援サポーター養成講座、福祉学習ボランティア養成講座等）

を実施します。その他にも、小学生親子ボランティア学習講座や彩の国ボランティア体験プログラム

等を通じて、地域福祉活動への参加の機運の醸成を図ります。さらに、受講後の活動継続のため

の支援を充実します。 

 

￮ 社協の指標・目標 

指標 
現状 目標 

令和３年度 令和９年度 

ボランティア講座受講後に活動につなが

った人数／ボランティア講座受講者数 
１５人／３４人 ３０人／４０人 
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 ２顔の見える関係づくりの支援 

実現したい地域の姿 

歩いて行ける範囲に、住民同士が交流し、一緒に活動したり、困った時にはふらっと立ち寄り相談

できる場所があるまち 

 

取組方針 

身近な圏域での地域福祉活動が定着するように、地域コミュニティづくりを支援し、地域活動団体

への加入促進や活動拠点の整備、孤立を防ぐための居場所づくりを行います 

 

市の取り組み 

【地域コミュニティづくりの支援】 担当：協働推進課 

地域が持つ特性を活かすとともに、地域課題の解決につながる町会・自治会等地域のコミュ

ニティづくりを支援します。 

 

【居場所づくりの支援】 担当：こども家庭支援室・健康長寿課・福祉総務課・関係各課 

居場所づくりに係るセミナー等を開催し、市内における居場所づくり活動の担い手の発掘や

市内における居場所づくり活動の機運醸成を図ります。 

 

【地域活動拠点の提供】 担当：福祉総務課・協働推進課 

福祉センターや上戸田地域交流センター等の会議室の貸出を通じて、市民や団体の活動拠

点となる場を提供するとともに、地域の交流の場づくりを推進します。 

 

【ＩＣＴ＊を活用した地域交流活動の支援】  

担当：デジタル戦略室・協働推進課・福祉総務課・関係各課 

福祉センターや町会会館等、地域の交流拠点となる施設に Wi-Fi を設置し、ICT の活用によ

る交流機会の創出に努めます。また、デジタル機器の利用に不安のある方を対象に、IT 相談や

スマートフォンの基本的な使い方の講習会を開催し、すべての人が ICT を活用したコミュニケー

ション手段を利用することができるよう支援します。 

 

￮ 市の指標・目標  

指標 
現状 目標 

備考 
令和 3 年度 令和９年度 

地域福祉の支援の満足

度＊ 
23％ 27% 

平成 26 年度から令和 3

年度までの増加率の平均

を加算する。 
 ※市民意識調査「戸田市の取組への満足度」より 
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市民の取り組み 

• 近所の人と積極的に挨拶する。 

• 支部活動に積極的に参加する。 

• 自治会・町会や地域の活動団体へ参加する。 

 

 

社協の取り組み 

【支部活動活性化事業の実施】 

住民同士が互いに支え合えるよう、市民の生活圏域における、地域住民の参加と助け合いに

基づく支部活動（居場所となる交流活動、高齢者等の見守り活動等）を支援します。また、まごこ

ろこども塾事業等により、子どもが地域に参加できるよう働きかけます。 

 

【子ども等の居場所づくりへの支援】 

子ども等の居場所づくりに興味のある方に対して、助成金の周知やコミュニティソーシャルワ

ーカーによる立ち上げの相談等の支援を行います。また、居場所づくりを行っている団体の交流

を図り、地域での子どもの支援のためのネットワークを作ります。 

 

【サロン活動の充実】 

サロン活動のメニューを調査、検討し、ボランティア団体、支部等に提案し、活動に取り組める

よう支援します。 

 

￮ 社協の指標・目標 

指標 
現状 目標 

備考 
令和３年度 令和９年度 

こどもの居場所 ２ヶ所 
２５ヶ所 

（各地区５ヶ所） 

・令和３年度はコロナ禍により、多くの支

部で活動が休止となった。 

・コロナ禍前の令和元年度の実績は１９

ヶ所（まごころこども塾 １０ヶ所、子育て

サロン ９ヶ所）である。 
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 ３地域福祉活動の支援 

実現したい地域の姿 

地域福祉活動に参加する個人や団体が、安定して継続した取り組みを行うことができる仕組みが

あるまち 

 

取組方針 

住民の地域福祉活動に対する支援や団体同士の連携を推進し、ボランティア団体の支援や団体

間のネットワークづくりを行います。また、公私協働の実現のため、社会福祉法人の地域における連携

を支援します 

 

市の取り組み 

【ボランティア活動の推進】 担当：協働推進課 

市民活動を支援するため、補助金や保険の加入、地域通貨の運用を行います。また、ボランテ

ィア・市民活動支援センターにおいて、市民活動に参加するための情報及び機会を提供します。 

 

【市民活動団体への支援】 担当：協働推進課 

公募提案型協働事業＊の考え方を踏まえた共創のまちづくり補助金制度＊による提案募集を

行い、市民活動の活発化及び協働を進める体制の充実を図ります。 

 

【高齢者の活動機会の拡充】 担当：健康長寿課 

地域の清掃活動や児童の見守り活動等を行っているシルバー人材センター＊の運営や老人ク

ラブ連合会の活動を支援します 

 

￮ 市の指標・目標  

指標 
現状 目標 

備考 
令和 3 年度 令和９年度 

ボランティア・市民活動支

援センターに登録された

活動団体数 

 

171 団体 

 

１７１団体以上 
減少傾向であるが、当初値

以上の数値を目指す。 
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市民の取り組み 

• それぞれの組織のリーダー同士でつながり、組織交流の輪を広げる。 

• 社会福祉協議会の活動を知る。 

• 地域のイベントやボランティア活動に参加してみる。 

 

 

社協の取り組み 

【地域福祉財源の確保】 

共同募金、寄付、社協会費等について地域住民、企業、社会福祉法人等への理解を深めます。 

 

【地域支え合いのための活動支援】 

市民相互の助け合い活動や交流活動等の活性化を図り、地域福祉の充実のため、市民の活

動を支援します。 

 

【ボランティア活動の支援】 
ボランティア連絡会等のボランティア団体の交流支援、情報提供、ボランティアセンターへの登

録、保険加入、各種助成金の紹介等を行いボランティア活動の支援をします。 

 

【社会福祉法人や他機関との連携による支援】 

複雑化、複合化した生活課題に包括的に対応するため、社会福祉協議会が中心となり、社会

福祉法人や他機関と連携を図ります。その中で、合同研修の実施や公益的な事業の創出に取り

組みます。 

 

￮ 社協の指標・目標 

指標 
現状 目標 

令和３年度 令和９年度 

市内社会福祉法人による連絡会

に参加する法人の数 
― ５団体 
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４‐２ 基本施策 2 だれもが安心できる戸田づくり 
 

 １だれもが安心できる環境の充実 

実現したい地域の姿 

住民同士があいさつや声かけを笑顔で交わせるようになることで、お互い顔見知りになり、見守り

や災害、緊急時の対応がスムーズにできるまち 

 

取組方針 

年齢や障がいの有無に関わらず、誰もが安心して過ごすことができる戸田を目指して、バリアフリ

ー化の促進や移動手段の確保、配慮が必要な人へ住まいの確保するための支援を行います。また、

災害が起こった時に備えて、日常的な見守りを通じて、地域の助け合いの仕組みを作ります。 

 

市の取り組み 

【住まい確保の支援】 担当：生活支援課・関係各課 

各窓口において、住まいを含めた相談全般を受け止めるとともに、住宅の取り壊し等により住

み替えが必要となった高齢者やひとり親の世帯に対し、家賃の助成や公営住宅等の情報提供

等の支援を行います。 

 

【地域の防災力の強化】 担当：危機管理防災課・福祉総務課・関係各課 

一人で避難することが困難な高齢者や障がい者などの被害軽減を目的とした「戸田市避難

行動要支援者避難支援制度」を周知し、対象者への登録を促すことで、災害への備えと意識の

醸成を図ります。 

 

【バリアフリー化の促進】 担当：まちづくり推進課・関係各課 

高齢者や障がい者をはじめ、全ての市民が利用しやすい公共施設を目指し、ソフト・ハードの

両面からバリアフリー化を進めていきます。 

 

￮ 市の指標・目標 

指標 
現状 目標 

備考 
令和 3 年度 令和９年度 

災害などへの備えをして

いる市民の割合＊ 
93.9% 93.9%以上 

前回調査時が高水準であ

ったことから、前回の値を

維持する。 

※市民意識調査「家庭での災害対策」より 
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市民の取り組み 

• 日頃から情報収集を積極的に行う。 

• 防災訓練に積極的に参加する。 

• 自治会・町会、地域の活動団体の活動に参加する。 

 

社協の取り組み 

【見守り活動の充実】 

高齢者や障がい者、子どもたちが地域社会で安心して暮らしていけるよう、支部等が行う見

守り活動に対して、相談対応、情報提供等を行います。また、地域における多彩な見守り活動が

展開できるよう支援します。 

 

【災害ボランティアセンター設置訓練の実施】 
災害ボランティアセンター立ち上げ訓練を行い、災害時のボランティア活動に備えます。また、

市民の防災意識の啓発に努めます。 

 

【外国人への支援】 

外国人の暮らしでの困り事や特有の課題を把握するため、国際交流協会等の関係機関と連

携し、地域での外国人との共生を支援します。 

 

￮ 社協の指標・目標 

指標 
現状 目標 

令和３年度 令和９年度 

見守り活動の実施団体数 9 団体 15 団体 
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２権利擁護の推進 

実現したい地域の姿 

年齢や障がいの有無に関わらず、すべての人の尊厳が守られ、必要な支援を受けることで安心し

て暮らすことができるまち 

 

取組方針 

高齢者、子ども等の生活するにあたって支援を必要とする人の権利を守るため、虐待事案につい

ての対応や成年後見制度の活用など、権利擁護のための取り組みを進めます。 

 

市の取り組み 

【成年後見制度の利用支援】 担当：健康長寿課・障害福祉課 

認知症、知的障がい、精神障がいなどの理由で、判断能力が不十分な方々との生活と財産を

保護する成年後見制度について周知啓発するとともに、関係機関と連携して制度の利用を支援

します。 

 

【虐待防止策の充実】 

担当：健康長寿課、障害福祉課、福祉保健センター、子ども家庭支援室、くらし安心課、関係各課  

あらゆる人に対する虐待の防止に向けて、関係機関や地域とのネットワークを構築し、連携す

ることで早期発見に努めます。 

 

【差別の解消】 担当：障害福祉課・行政管理課・関係各課 

障害者差別解消法＊の更なる普及啓発と適切な運用を実施するとともに、サービス利用者の

権利擁護の充実を図ります。 

 

【更生保護サポートセンター＊の運営】 担当：福祉保健センター 

地域で更生保護活動を行うための拠点「更生保護サポートセンター」を運営し、市民からの

犯罪・非行相談への対応に力を入れるとともに、地域の関係機関と連携し、非行等の防止に向

けた地域支援ネットワークの構築・強化を行います。また、保護司会の運営をサポートし、研修会

の開催により、保護司＊の知識の向上と更生者の再犯防止を目指します。 

￮ 市の指標・目標 

指標 
現状 目標 

備考 
令和３年度 令和９年度 

障がい者（児）への理解

促進を深めた人数＊ 
1,200 人 

5,200 人 

（累計） 

年当たり 1,000 人程度増とし

た令和５年度から９年度にかけ

ての実績値の合計。 
※障がい者（児）への理解促進に関する参加型講座の受講者数 
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市民の取り組み 

• あいさつや声掛けなど、身近な見守り活動に取り組む。 

• 虐待などに気が付いたときは相談窓口に相談する。 

• どのようなことが人権侵害にあたるのかを学ぶ。 

 

 

社協の取り組み 

【成年後見制度の利用促進】 

元気な時から将来の暮らし方について考える場や機会の提供を行います。また、必要とする人

が制度を活用できるよう、成年後見制度の周知、啓発を行います。 

 

【福祉サービス利用援助事業（あんしんサポートねっと）の充実】 

判断能力が不十分な高齢者や知的障がい、精神障がいのある方などが、安心して生活が送

れるように、定期的に訪問し、福祉サービスの利用や日常の暮らしに必要な預金の出し入れの

援助を行います。 

 

【法人後見の周知・積極的な受任】 

社会福祉協議会が行う法人後見について周知します。また、適切な後見人等を得られない判

断能力が十分でない方の権利擁護を図るため、本会が成年後見人等に就任し、後見業務を行

います。 

 

￮ 社協の指標・目標 

指標 
現状 目標 

備考 
令和３年度 令和９年度 

成年後見制度に関する理

解を深めた人数 
― 

４００人 

（累計） 

令和５年度から９年度にかけての実

績値の合計。 
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３情報の共有と発信の充実 

実現したい地域の姿 

困りごとを解決するための情報が、速やかに、分かりやすく提供され、住民が福祉の相談窓口や地

域の資源を知っているまち 

 

取組方針 

困りごとを抱えた人が必要な情報を受け取ることができるように、広報や制度の周知で必要な情

報を発信します。 

 

市の取り組み 

【コミュニケーション環境の整備】 担当：障害福祉課 

視覚・聴覚障がい者の円滑なコミュニケーションを確保するため、手話通訳や点訳、要約筆記

の養成や手話通訳派遣事業の充実を図ります。また、「広報戸田市」「とだ議会だより」のＣＤ録

音・配布や点字図書や広報動画などの充実、コミュニケーション機器の給付・貸与を行います。 

 

【福祉に関する情報の発信】 担当：関係各課 

必要な人に必要な情報が提供できるよう、広報、パンフレットや SNS 等で多様な媒体・機会を 

活用して関連する情報を提供します。 

 

【福祉に関する情報の共有化】 担当：関係各課 

地域における町会・自治会、民生委員・児童委員協議会などの多職種協働によるネットワーク

により、的確な状況把握を行うことで、適切な情報提供や、消費者被害の防止、必要な保健・医

療・福祉サービスにつなげる等、多様な支援を行います。 

 

￮ 市の指標・目標 

指標 
現状 目標 

備考 
令和３年度 令和９年度 

行政情報の提供に満足

している市民の割合＊ 
29.8% 36%以上 

平成 26 年度から令和 3

年度までの増加率の平均

を加算した。 
※市民意識調査「戸田市の取組への満足度」より 
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市民の取り組み 

• 広報やホームページなどを利用して、各種サービスや相談窓口についての情報を得る。 

• 日頃から情報収集を積極的に行う。 

• 周囲の人と福祉に関する情報交換を行う。 

 

 

社協の取り組み 

【分かりやすい福祉情報の提供】 

福祉情報の提供方法を研究し、受け手の状況に応じた、誰もが理解できる周知を行っていき

ます。また、ICT を有効に活用し、情報の共有・発信を行います。 

 

【福祉マップの充実】 

現行の福祉マップ（地域資源マップ）を定期的に更新し、地域の状況に応じた最新情報の提

供に努めます。また、紙面構成についても、市民の意見も取り入れ、充実します。 

 

￮ 社協の指標・目標 

指標 
現状 目標 

令和３年度 令和９年度 

戸田市社会福祉協議会Ｔｗｉｔｔｅｒのフォロワー数 ― １，０００人 
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４‐３ 基本施策３ 福祉サービスの充実した戸田づくり 
 

 １安定した暮らしのための支援 

実現したい地域の姿 

生活に困窮した人が安定した生活を送ることができるまち 

 

取組方針 

失業や長期に渡るひきこもり等、様々な要因で、生活に困窮している人が安定した生活を送ること

ができるための支援を行います。 

 

市の取り組み 

【生活困窮者・世帯の自立支援】 担当：生活支援課 

自立相談支援事業において、相談窓口で生活困窮者の相談を受け、①生活困窮者の抱えて

いる課題を評価・分析し、そのニーズを把握 ②ニーズに応じた支援が計画的かつ継続的に行

われるよう、自立支援計画を策定 ③自立支援計画に基づく各種支援が包括的に行われるよう、

関係機関との連絡調整を実施します。 

 

【生活保護世帯への支援】 担当：生活支援課 

就労可能な生活保護受給者に対し、求職活動の支援を行うことにより、生活保護からの自立

を促します。就労が困難な場合は、地域社会において安定した日常生活や社会生活が送れるよ

う支援します。 

 

【生活困窮者等の学習支援】 担当：生活支援課・こども家庭支援室 

ひとり親家庭や生活困窮世帯の児童・生徒への学習機会の充実や、自立に向けた学習支援

を実施します。 

 

￮ 市の指標・目標 

指標 
現状 目標 

備考 
令和３年度 令和９年度 

生活保護受給者の就労

支援事業参加者数 
146 人 146 人以上 

高齢化に伴い就労不可能者

が増加する中、当初値以上

を目指す。 
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市民の取り組み 

 あいさつや声掛けをすることで、お互いの生活状況を知る。 

 地域のＳＯＳを見逃さず、相談相手になったり、公的機関につなげる。 

 ひとりで悩まずに生活自立相談センターに相談してみる。 

 

社協の取り組み 

【生活福祉資金＊貸付事業】 

低所得世帯や高齢者・障害者世帯の経済的自立と生活の安定を目的に資金の貸付を行い

ます。利用が必要となる世帯へ情報が届くよう周知を行います。 

 

【生活困窮者世帯への支援】 

歳末たすけあい募金運動による配分金等を活用し、民生委員・児童委員と連携し、社会情勢に

対応した、生活困窮世帯等への支援を行います。 

 

￮ 社協の指標・目標 

指標 
現状 目標 

令和３年度 令和９年度 

民生委員と連携し、情報交換の場

を設ける 
― 4 回 
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 ２健やかに過ごすための仕組みづくり 

実現したい地域の姿 

誰もが健康でいきいきと暮らしていくための取り組みや、介護サービスの充実で身近な地域で健

やかに過ごすことができるまち 

 

取組方針 

身体と心の健康を維持するために、健康意識の向上を働きかけるとともに、地域づくりを推進する

ことで、不安や悩みをひとりで抱え込むことがない環境をつくります。 

 

市の取り組み 

【こころの健康づくりの推進】 担当：福祉保健センター 

関係機関と連携を図り、こころの健康づくりや自殺の問題について知識の普及を行うとともに、

相談窓口の周知と相談支援の充実を図ります。 

 

【介護予防の促進】 担当：健康長寿課 

介護が必要となる前の段階から予防を行うことにより、高齢者の健康と暮らしの質の向上を

目指す「TODA 元気体操」の運営の支援を行います。また、主体となって「TODA 元気体操」を

運営する介護予防リーダーを養成し、住民主体の新たな通いの場の立ち上げ支援を行います。 

 

【健康意識の向上】 担当：福祉保健センター 

住み慣れた地域で生活できるよう、健康意識を高め、生活習慣病の予防について啓発すると

ともに、生活習慣の改善が必要な人に対して、健康教室や個別保健指導を実施します。 

 

￮ 市の指標・目標 

指標 
現状 目標 

備考 
令和３年度 令和９年度 

新規介護予防リーダーの

養成人数 
40 人程度 

200 人程度

（累計） 

介護予防リーダー養成講座

の令和５年度から９年度に

かけての実績値の合計。 
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市民の取り組み 

 介護予防に取り組む。 
 かかりつけ医、かかりつけ薬剤師を持つ。 
 高齢者の保健・医療・福祉に関する総合相談窓口として地域包括支援センターを活用する。 
 

 

社協の取り組み 

【コミュニティソーシャルワーカーによる地域づくりの支援】 

コミュニティソーシャルワーカーが個別支援、地域支援を行う中で、その地域の福祉課題を地

域住民と共に考え、支部、関係団体と連携し、地域での助け合い活動につながるよう、地域づく

りをすすめます。 

 

【アフターコロナ＊に留意した地域支援】 

新型コロナウィルス感染症の影響で、自宅に閉じこもりがちな高齢者や経済的に困窮した

人々の、こころと身体の健康の回復を意識し、支部活動等による地域支援を行います。支援の必

要な方の把握や地域活動への参加を促すきっかけづくりなどに取り組みます。 

 

￮ 社協の指標・目標 

指標 
現状 目標 

備考 
令和３年度 令和９年度 

支部活動実施支部数 ２７支部 47 支部 

・令和３年度はコロナ禍により

多くの支部が活動休止となっ

た。 

・コロナ禍前の令和元年度の

支部活動実施支部数は４６支

部である。 
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 ３相談支援体制の充実 

実現したい地域の姿 

行政と社会福祉協議会、福祉団体や個人が緊密に連携し、困っている人に対して息長く寄り添っ

た支援ができるまち 

 

取組方針 

福祉に関する相談窓口や地域の身近な相談員であるコミュニティソーシャルワーカーの充実を図

り、様々な相談を受け止めることができる仕組みを作ります。 

 

市の取り組み 

【各種相談窓口の運営】 

 介護や障がい・生活困窮など、相談者からの悩みを専門的に受け止めることができる窓口を

設置・運営します。また、どこに相談したらよいか分からない市民に対しては、福祉総合相談窓口

で悩みを受け止め、課題をときほぐし、専門の窓口等、関係機関の適切な制度・サービスへつな

ぎます。 

（１）福祉総合相談窓口の運営   担当：福祉総務課 

（２）生活自立相談センターの運営   担当：生活支援課 

（３）地域包括支援センターの運営   担当：健康長寿課 

（４）こころの健康相談窓口の運営 担当：福祉保健センター 

（5）こども家庭相談センター＊の運営   担当：こども家庭支援室 

（6）障害者基幹相談支援センター＊の運営   担当：障害福祉課 

（7）外国人市民相談窓口＊の運営    担当：協働推進課 

 

【ケアラー・ヤングケアラーの支援】    

担当：福祉総務課・生活支援課・障害福祉課・健康長寿課・福祉保健センター・こども家庭支援

室・教育政策室 

ケアラーからの相談を受け止め、孤立することがない環境づくりに努めます。また、ケアラーとし

ての自覚がないため自ら声をあげられない可能性があるヤングケアラーについては、早期に適

切な支援につなげるために、関係機関の連携を強化していきます。 

 

￮ 市の指標・目標 

指標 
現状 目標 備考 

令和３年度 令和９年度 

福祉総合相談窓口の

新規相談者数 
120 人 600 人以上（累計） 

令和３年度実績から推計した令和５年度か

ら９年度にかけての実績値の合計。 
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市民の取り組み 

• 地域のＳＯＳを見逃さず、相談相手になったり、公的機関につなげる。 

• 身近なところで支援が必要な人を見かけたら、相談窓口などを案内する。 

• 困ったことがあったら身近な人や相談窓口に相談する。 

 

 

社協の取り組み 

【複合的な課題を抱える方に対する支援】 

制度の狭間にいる方や自ら SOS を発信出来ない困りごとを抱えた方を、コミュニティソーシャ

ルワーカーが適切な支援につなぎます。 

 

【民生委員との連携、協力】 

地域で活躍する民生委員・児童委員との積極的な連携を図ります。それにより、身近な相談や 

世帯が抱える困りごと等を早期に把握し、相談者への継続的な支援を行い、解決に向け、適切

な制度、関係機関につなぎます。 

 

【相談支援の充実】 

生活福祉資金の貸付、福祉サービス利用援助事業、法人後見事業、ボランティア相談等の相

談事業を行い、より効果的に適切な支援につなげられるよう相談体制の充実を図ります。 

 

指標 
現状 目標 

令和３年度 令和９年度 

コミュニティソーシャルワーカーが支援し複合的な

課題が解決につながった数 
９件 １５件 

※コミュニティソーシャルワーカーが、複合的な課題を抱える方を支援し、適切な支援につないだ、

又は課題を解決した人数。 
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第５章 計画の推進体制 

 

５-１ 計画の推進方法 
 

 地域福祉の推進に向けて、推進体制の整備を図り、市民、市、社協、民生委員・児童委員、市民活

動団体などの役割分担を明確にしながら、パートナーシップによる地域福祉の推進を図ります。 

   また、計画の推進のためには市民や地域の関係団体に広く計画を知ってもらう必要があることか

ら、市や社会福祉協議会の広報誌やホームページ、SNS を通じて周知・啓発に努めます。 

  

５-２ 進捗管理・評価体制 
 

地域福祉の推進に向けて市「戸田市福祉施策審議会」への報告並びに戸田市社会福祉協議

会「理事会」の審議により計画の進捗状況を定期的にチェックし、成果を評価しながら計画の進捗

管理を図ります。 

計画の進捗管理にあたっては、関連計画の進捗状況や関係各課のアンケート等の結果、法改正

といった変化に対応するためＰＤＣＡサイクルを活用し、計画の見直しや新たな事業の検討を継続

的に実施します。 

 

■ＰＤＣＡサイクルのイメージ 

 

  

計画

PLAN

実行

DO

評価

CHECK

改善

ACT
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資料編  

資料１ 戸田市福祉施策審議会条例 

平成１５年３月３１日 

条例第６号 

改正 平成１７年３月３０日条例第５号 

令和２年１２月２４日条例第２８号 

令和３年３月３１日条例第３号 

（設置） 

第１条 市の社会福祉に関する事項を審議するため、戸田市福祉施策審議会（以下「審議会」とい

う。）を置く。 

（所掌事務） 

第２条 審議会は、市長の諮問に応じ、福祉施策に関する事項を調査審議し、答申する。 

（資料提出の要求等） 

第３条 審議会は、前条の所掌事務を遂行するため必要があると認めるときは、市長に対して、資料

の提出、説明その他必要な協力を求めることができる。 

（組織） 

第４条 審議会は、委員１５人以内をもって組織する。 

２ 委員は、次に掲げる者のうちから、市長が委嘱する。 

(1) 公募による市民 

(2) 社会福祉について識見を有する者 

(3) 社会福祉事業に従事する者 

(4) その他市長が必要と認める者 

３ 委員の任期は、２年とする。ただし、補欠の委員の任期は、前任者の残任期間とする。 

４ 委員は、再任されることができる。ただし、第２項第１号に掲げる者は、連続して２期を超えてはなら

ない。 

５ 審議会に、特別の事項を扱うため必要があるときは、部会を置くことができる。 

（会長及び副会長） 

第５条 審議会に会長及び副会長を置き、委員の互選によりこれを定める。 

２ 会長は、会務を総理し、審議会を代表する。 

３ 副会長は、会長を補佐し、会長に事故があるとき、又は会長が欠けたときは、その職務を代理する。 

（会議） 

第６条 審議会の会議は、会長が招集し、その議長となる。 
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２ 審議会の会議は、過半数の委員の出席がなければ開くことができない。 

３ 審議会の議事は、出席委員の過半数でこれを決し、可否同数のときは、議長の決するところによる。 

４ 会長は、必要があると認めたときは、委員以外の者に対し会議への出席を求め、意見若しくは説明

を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

（書面等による審議） 

第６条の２ 前条第１項の規定にかかわらず、会長は、やむを得ない理由により会議を招集することが

できない場合において、必要があると認めたときは、書面その他の方法により審議を行うことがで

きる。 

２ 前項の審議を行う場合は、前条第２項中「出席」とあるのは「参加」と、同条第３項中「出席委員」

とあるのは「書面その他の方法による審議に参加した委員」と、同条第４項中「会議への出席を求

め、意見若しくは説明を聴き、」とあるのは「書面その他の方法により意見若しくは説明」と読み替

えるものとする。 

（守秘義務） 

第７条 審議会の委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後も同様とす

る。 

（会議公開の原則） 

第８条 審議会の会議は、公開するものとする。 

２ 個人情報に関する配慮その他会議を公開しないことにつき合理的理由があるとき、又は審議会に

おいて特に公開しない旨の議決をしたときは、前項の規定にかかわらず、その会議を公開しないこ

とができる。 

（庶務） 

第９条 審議会の庶務は、健康福祉部福祉総務課において処理する。 

（委任） 

第１０条 この条例に定めるもののほか審議会の運営に関し必要な事項は、市長が定める。 

附 則 

この条例は、平成１５年１０月１日から施行する。 

附 則（平成１７年条例第５号） 

この条例は、平成１７年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年条例第２８号） 

この条例は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和３年条例第３号） 

この条例は、公布の日から施行する。 
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資料２ 社会福祉法人戸田市社会福祉協議会地域福祉活動計画策定要領 

社会福祉法人戸田市社会福祉協議会地域福祉活動計画策定要領 

（目的） 

１ この要領は、社会福祉法人戸田市社会福祉協議会（以下「本会」という。）が策定する社会福

祉法人戸田市社会福祉協議会地域福祉活動計画（以下、「地域福祉活動計画」という。）の策定機

関・方法等について必要な事項を定めることを目的とする。 

（策定の期限） 

２ 地域福祉活動計画を策定する期限は、令和５年３月３１日とする。 

（期間） 

３ 地域福祉活動計画の期間は、令和５年度から令和９年度までの５カ年とする。 

（策定の考え方） 

４ 計画策定の考え方は、次のとおりとする。 

「地域福祉活動計画」は、地域における幅広い民間による自主的な福祉活動の合意形成といった

性格を持つものとして、社会資源の活用、協働、協調を踏まえた上での住民参加に基づく小地域福

祉活動、またその推進方法、そのための財源確保などを明確にし、住民参加及び関係団体との連携・

協力による地域福祉を推進するための具体的、実効性のある計画として策定する。 

（策定機関） 

５ 計画の策定にあたり、会長の諮問に応じ、地域福祉活動計画の策定に関し必要な事項につい

て調査及び審議を行うため、企画委員会を設置する。 

 （１） 企画委員会委員は、戸田市福祉施策審議会委員をもって充てることとし、本会会長が委嘱

する。 

（２） 委員の任期は、令和５年３月３１日までとする。 

 （３） 企画委員会に委員長１名、副委員長１名を置く。 

（４） 委員長及び副委員長は、本会会長が指名する。 

 （５） 委員長は、企画委員会の会務を総理する。 

 （６） 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故あるときは、その職務を代理する。 

 （７） 企画委員会は、必要に応じ委員長が召集し、議長となる。 

 （８） 委員長は、必要に応じ委員以外の者の出席を認めることができる。 

 （９） 委員会は、令和５年３月３１日をもって解散する。   

 （他計画との関係） 

６ 戸田市地域福祉計画（第５期）との整合性 
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   戸田市においては、令和５年度を初年度とした５年間にわたる「地域福祉計画（第５期）」の策

定が行われる。 

  これは、地域福祉推進に関する総合的な計画であることから、本会と戸田市で地域住民及び関

係団体の了解のもとに地域課題を整理し、課題解決に向けそれぞれの役割を明確化しつつ、地域課

題・地域福祉推進の方向性の共有化を図るため、「地域福祉活動計画」と「地域福祉計画」を一つ

の計画として一体的に策定する。 

（計画策定の担当部署） 

７ 計画の担当部署は地域福祉課地域福祉推進係とする。 

（委任） 

８ この要領に定めるもののほか、必要な事項は本会会長が別に定める。 

 附  則 

 １ この要領は、令和３年１１月２６日より施行する。 

 ２ この要領は、令和５年３月３１日をもって廃止する。 
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資料３ 戸田市福祉施策審議会委員名簿・戸田市社会福祉協議会地域福祉活動計画企

画委員会委員名簿 
 

No 氏名 選任区分 選出団体等 

1 熊木 美佐子 １号委員 公募による市民 市民公募 

2 物江 和江 １号委員 公募による市民 市民公募 

3 河合 由美子 １号委員 公募による市民 市民公募 

4 田嶋 英行 ２号委員 
社会福祉に識見を有す

る者 
文京学院大学 

5 染川 智行 ２号委員 
社会福祉に識見を有す

る者 
戸田市薬剤師会 

6 早船 正彦 ２号委員 
社会福祉に識見を有す

る者 
蕨戸田歯科医師会 

7 河野 本生 ２号委員 
社会福祉に識見を有す

る者 
蕨戸田市医師会 

8 磯部 恒子 ２号委員 
社会福祉に識見を有す

る者 

戸田市民生委員・児童委

員協議会 

9 松山 由紀 ３号委員 
社会福祉事業に従事す

る者 

社会福祉法人戸田市社会

福祉協議会 

10 早川 和男 ３号委員 
社会福祉事業に従事す

る者 

社会福祉法人戸田市社会

福祉事業団 

11 櫻井 聡 ４号委員 市長が必要と認める者 市職員 

任期：令和４年４月１日～令和６年３月３１日、敬称略 
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資料 4 諮問書 
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資料 5 答申書 
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資料 6 用語解説 
 

あ行 

ＩＣＴ（アイシーティー）  「Information and Communication Technology」（情報通信技

術）の略。様々な情報システムなどによる情報技術に通信技術を組み

合わせた技術のこと。 

アウトリーチ 自発的に援助を求めてこない住民に対するアプローチの方法で、相談

機関から地域に積極的に出て住民と対面し、潜在的なニーズを表に出

せるよう援助していくこと。 

アフターコロナ 新型コロナウィルス感染症が広がった後の社会のあり方のこと。 

インフォーマル 家族をはじめ近隣や地域社会、NPO やボランティアなどが行う公的な

サービス以外のもののこと。 

ＳＮＳ（エスエヌエス） 「Social Networking Service」（ソーシャルネットワーキングサービ

ス）の略。人と人との社会的なつながりを維持・促進する会員制のオン

ラインサービスのこと。 

ＮＰＯ（エヌピーオー） 「Non-Profit Organization」（民間非営利組織）の略。営利を目的

とせず、様々な社会貢献活動を行う団体の総称のこと。 

 

か行 

外国人市民相談窓口 外国人の日常生活全般に係る適切な情報の提供、案内、相談等を多

言語で行う窓口のこと。 

共創のまちづくり補助

金制度 

市民活動団体が実施する事業に対し、団体の自立支援及び市民活動

の活発化並びに協働の推進を図ることを目的に交付される市の補助

金のこと。 

ケアラー 援助を必要とする親族など、身近な人に対して、無償で介護、看護、日

常生活上の世話その他の必要な援助を提供する方のこと。１８歳未満

のケアラーをヤングケアラーといい、本来大人が担うと想定されている

家事や家族の世話などを日常的に行っている子どものこと。 

更生保護サポートセン

ター 

保護司の処遇活動の支援、関係機関・団体との連携、犯罪・非行の予

防活動、更生保護関係の情報提供などを行う拠点窓口のこと。 

公募提案型協働事業 市民活動団体からの事業提案に基づき、市と協働で実施する公益的

事業のこと。 

こども家庭相談センタ

ー 

子育て家庭の悩みについて、相談、アドバイスを行いながら、適切な児

童の養育と、養育に関連して発生する様々な児童問題の解決を図るこ

とを目的として設置された専門機関のこと。 

子ども食堂 地域のボランティアが、子どもたちに対し、無料または安価で、栄養のあ

る食事や温かな団らんの場を提供する取り組みのこと。 
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コミュニティソーシャル

ワーカー 

支部活動活性化事業など地域での活動の中で、住民から寄せられる

相談からニーズを把握し、関係機関等と連携しながら解決に導くなど、

地域の人々や関係機関と協力しながら地域福祉活動を推進する役割

を担う人のこと。 

コロナ禍 新型コロナウィルスの感染拡大がもたらす災難や社会的影響のこと。 

 

さ行 

災害ボランティアセンタ

ー 

大規模な災害が発生した際に、被災者の困りごとに対し、ボランティア

の協力を得て、被災者の生活の復旧・復興に向けた福祉救援活動を円

滑に行うための組織のこと。 

社会的孤立 本人の感情とは関係なく、家族や地域社会との交流が、客観的にみて

著しく乏しい状態のこと。 

社会福祉法人 社会福祉事業を行うことを目的として、社会福祉法の規定に基づき、所

轄庁（法人の所在地等に応じ都道府県知事又は市長等）の認可を受

けて設立される法人のこと。 

重層的支援体制整備

事業 

高齢・障がい・こども・生活困窮といった、分野別の支援体制では対応

しきれないような複雑化・複合化した問題に対応するために、市町村に

おいて属性を問わない「相談支援」「参加支援」「地域づくり」を一体

的に実施する事業のこと。実施を希望する自治体の手上げに基づく任

意事業。 

住宅確保給付金 コロナ禍で離職した人や、収入が減少した人へ、一定の要件を満たし

た場合に、市区町村ごとに定める家賃相当額を支給する制度のこと。 

障害者基幹相談支援セ

ンター 

障がいに係る地域の相談支援拠点として、総合的な相談業務を行う機

関のこと。 

障害者差別解消法 全ての国民が、障がいの有無によって分け隔てられることなく、相互に

人格と個性を尊重し合いながら共生する社会の実現に向け、障がいを

理由とする差別の解消を推進することを目的とした法律で、障がいのあ

る方に対する不当な差別的取り扱いの禁止や、合理的配慮の提供につ

いて定められています。 

シルバー人材センター 企業や家庭、公共団体などから高齢者に適した仕事を引き受け、会員

に提供する都道府県知事認定の公益法人のこと。 

生活困窮者 現に経済的に困窮し、最低限度の生活を維持することができなくなるお

それのある人のこと。 

生活支援コーディネー

ター 

地域において、高齢者の生活支援や介護予防サービスの提供体制に

向け、地域と人をつなぐ役割を担う方のこと。 

生活支援サポーター 高齢者のちょっとした困りごとをお手伝いするボランティアのこと。 

生活自立相談センター 経済的な問題だけでなく、心の問題、家庭の問題、健康上の問題など
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様々な課題を抱えた方の無料相談窓口のこと。専門相談員が相談を受

け、継続して支援を行い、自立をサポートします。 

生活福祉資金 低所得者、高齢者、障害者世帯等に対し、資金の貸付と必要な相談・

援助を行うことにより、経済的自立と安定した生活を送れるようにするこ

とを目的とする貸付制度のこと。 

成年後見制度 認知症、知的障がい、精神障がいなどの理由で、判断能力が不十分な

方々の生活と財産を保護する制度のこと。本人の判断能力が不十分に

なった後に，家庭裁判所によって選任された成年後見人等が本人を法

律的に支援する法定後見制度と、本人が十分な判断能力を有する時

に，あらかじめ，任意後見人となる方や将来その方に委任する事務（本

人の生活，療養看護及び財産管理に関する事務）の内容を定めてお

き，本人の判断能力が不十分になった後に，任意後見人がこれらの事

務を本人に代わって行う任意後見制度があります。 

 

た行 

地域共生社会 制度・分野ごとの「縦割り」や「支え手」「受け手」という関係を超えて、

地域住民や地域の多様な主体が「我が事」として参画し、人と人、人と

資源が世代や分野を超えて「丸ごと」つながることで、住民一人ひとり

の暮らしと生きがい、地域をともに創っていく社会を目指すもの。 

地域包括ケアシステム 重度な要介護状態となっても住み慣れた地域で自分らしい暮らしを人

生の最後まで続けることができるよう、住まい・医療・介護・予防・生活

支援が一体的に提供されるシステムのこと。 

地域包括支援センター 住み慣れた地域でその人らしい生活が続けられるように、介護や福祉、

保健、医療など様々な面で支援を行う事業所のこと。 

Twitter（ツイッター） 140 文字以内の「ツイート」と呼ばれるメッセージ、画像等を投稿するこ

とで利用者がコミュニケーションを図る SNS のこと。 

戸田市避難行動要支

援者避難支援制度 

避難行動要支援者のうち、第三者の支援を必要とする方を台帳に登録

し、その情報をあらかじめ地域や関係機関に提供して、災害発生時に

避難行動の支援をお願いする制度のこと。 

 

な行 

認知症サポーター 認知症に対する正しい知識と理解を持ち、地域で認知症の方やその家

族に対して、できる範囲で手助けする方のこと。 

 

は行 

パブリック・コメント 市が政策などの立案をする際に、その案を広く公表し、市民や事業者な

どから提出された意見を考慮し、最終的な意思決定を行うとともにその
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意見に対する市の考え方を公表する手続きのこと。 

バリアフリー 高齢者や障がい者などの行動を妨げている物理的な障がいを取り除

いた状態を指す用語。近年では、高齢者や障がい者などが社会的、心

理的に被っている偏見や差別意識を取り除く「心のバリアフリー」も含

まれます。 

避難行動要支援者 災害が発生した時、又は災害が発生するおそれがある場合に、自ら避

難することが困難な高齢者や障がい者などの要配慮者のうち、特に支

援を必要とする人のこと。 

福祉総合相談窓口 福祉の困りごとについて、相談内容に応じて、市役所の窓口や市役所

以外の関係機関の窓口へ、相談内容を引き継いでサポートを行う窓口

のこと。 

包括的な支援体制 分野別、年齢別に縦割りだった支援を当事者中心の「丸ごと」の支援と

し、個人や世帯の地域生活課題を把握し、解決していくことができる体

制のこと。 

法人後見 社会福祉法人や社団法人、ＮＰＯなどの法人が成年後見人、保佐人も

しくは補助人になり、親族等が個人で成年後見人等に就任した場合と

同様に、判断能力が不十分な方の保護、支援を行うこと。 

保護司 保護司法に基づき法務大臣から委嘱を受けた非常勤の国家公務員

で、犯罪や非行をした人の立ち直りを地域で支える民間のボランティア

のこと。 

ボッチャ ヨーロッパで生まれた重度脳性麻痺者もしくは同程度の四肢重度機能

障がい者のために考案されたスポーツで、パラリンピックの正式種目で

す。ジャックボール（目標球）と呼ばれる白いボールに、赤・青のそれぞ

れ６球ずつのボールを投げたり、転がしたり、他のボールに当てたりし

て、いかに近づけるかを競います。 

 

ま行 

まちづくり出前講座 市民が主催する学習の場へ、市職員が講師として出向き、市政につい

ての説明や、専門知識を生かした実習を行うことで市民の学習機会の

拡充を図るとともに、まちづくりへの積極的な参加を促す講座のこと。 

民生委員・児童委員 地域住民の生活状態の把握、暮らしに不安がある方に対する相談・助

言・支援、社会福祉事業者または社会福祉活動者との連携・活動支

援、福祉事務所その他関係行政機関への協力などを行う民間奉仕者

のこと。 

ら行 

ラインワークス 無料で通話、メッセージ交換が出来る SNS「line」のビジネスに特化し

たもの。 
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